
    地域 

項目 
茨 木 市 （開発指導要綱・同施行基準） 

 適用範囲 １.要綱は、次の各号に掲げる開発行為等について適用する。 

（１）本市の区域内において行われる開発行為等。ただし、都市計画法第２９条第４号から第９号に規定される開発行為は除 

く。 

（２）建築基準法第６条第１項又は第１８条第１項に規定する建築物を建築し、若しくは工作物を設置する行為 

（３）建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定行為 

（４）事業開始後２年以内に同一開発者（事業を引き継いだ者を含む。）が隣接又は近接した５００㎡未満の開発行為等を行う 

場合において、当初の開発区域の面積と当該開発区域の面積との合計面積が５００㎡以上のもの 

（５）その他市長が公共・公益施設を整備する必要があると認めた開発行為等 

２.前項の規定にかかわらず、都市計画法第１２条第１項各号に掲げる市街地開発事業で、予定建築物の計画を都市計画に定め 

る建築行為については、この要綱は適用しない。 

事前協議等 １.開発者は、開発行為等を行う場合は、関係法令に基づく申請等を行う前に、別に定める事前協議書を提出し、施行基準に定 

める方法で協議を行い、その指導を受けるものとする。 

２.前項の事前協議は、原則として次の各号に定める開発行為等をしようとする者について適用するものとする。 

（１）都市計画法開発許可 

（２）都市計画法開発許可要否判定 

（３）都市計画法建築許可 

（４）宅地造成及び特定盛土等規制法宅地造成許可 

（５）宅地造成及び特定盛土等規制法宅地造許可要否判定 

（６）要綱協議（細街路等） 

（７）建築確認 

（８）建築基準法建築許可 

（９）建築基準法道路位置指定 

３.開発者は、大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。この項において「大店立地法」という。）が適用される小売 

店舗の開発行為等を行う場合は、原則として大店立地法第５条に規定する届出を行う前に、事前協議書を提出しておくもの 

とする。また、茨木市中規模小売店舗出店指導要綱（平成１２年６月１日実施。この項において「出店指導要綱」とい

う。）が適用される小売店舗の開発行為等を行う場合は、原則として出店指導要綱第５に規定する届出を行う前に、事前協

議書を提出しておくものとする。 

４.開発者は、この要綱に基づき開発区域及びその周辺で新設又は改良を要する公共・公益施設の整備を行うにあたり、これに 

要する費用の負担等について、第１項に規定する事前協議の中で市長と協議して定めるものとする。 

５.開発者は、中高層建築物の建築を目的とした開発行為等を行う場合は、茨木市中高層建築物の建築に係る紛争の防止及び調 

整に関する指導要綱（平成１５年４月１日実施）に定める手続を経た後、事前協議を開始するものとする。 

公益事業者

との協議 

開発者は、入居者の日常生活の利便をはかるため、電気、ガス、電話及び郵便ポスト等の施設の設置について、公益事業者

と事前に協議しなければならない。 
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１.街路の大きさは、本市細街路計画に基づき予定建築物の用途並びに敷地の規模及び配置を考慮して定めるものとし、住宅地 

における街区の辺長は８０ｍから１２０ｍまでを標準とすること。 

２.付近地の土地利用の充実を図るため、道路は隣接境界まで築造するものとし、原則として行き止まり道路は禁止する。ただ 

し、やむを得ない場合は、「茨木市道路位置指定基準」によるものとする。 

公 園 開発区域の面積が３，０００㎡以上の住宅建設を目的とする開発行為等（主として自己の居住の用に供する住宅を建設する

目的で行う開発行為等を除く。）については、次表により算出された面積以上を公園として整備のうえ本市に提供すること。 

市街化区域 市街化調整区域 

開発区域（㎡）×３％または計画人口×１．５㎡/人のいずれか大きい方の面積とする。 別途協議 

備考１ 計画人口については施行基準第３０「計画人口の基準」により算出した数値を基準とする。 

２ 公園面積の最低限度は１００㎡とする。 

３ 都市計画法施行令第２５条第６号ただし書きが適用される場合は、別途協議とする。 

上水道

施設 

開発者は、本市水道事業管理者が定める「開発行為等にともなう上水道施設整備指導要綱」に基づき、上水道施設の整備等

を行わなければならない。 

消防水

利施設 

開発者は、本市消防長が定める「開発行為等に係る消防同意基準」に基づき、消防水利施設等の整備を行わなければならな

い。 

汚水処

理施設 

公共下水道への汚水放流を行うことができない地域においては、原則として放流先の日間 BOD が１ℓにつき２０㎎以下の性能

を有する合併浄化槽とする。処理施設の水質基準、水質検査及び保守点検、清掃等については、大阪府浄化槽維持管理指導要

領を順守すること。 

ごみ集

積施設 

開発者は、「茨木市ごみ集積施設設置基準」に基づき、一般廃棄物（普通ごみ、粗大ごみ等）におけるごみ集積施設の整備等

を行わなければならない。 

施行改正年

月日 

平成 10 年 4 月 1 日施行 平成 12 年 9 月 20 日施行 平成 15 年 10 月 1 日施行 平成 27 年 4 月 1 日施行  

平成 11 年 4 月 1 日施行 平成 13 年 4 月 1 日施行 平成 18 年 3 月 1 日施行 平成 29 年 5 月 1 日施行  

平成 11 年 7 月 1 日施行 平成 14 年 4 月 1 日施行 平成 21 年 6 月 1 日施行 令和 3 年 6 月 1 日施行  

平成 12 年 4 月 1 日施行 平成 14 年 9 月 1 日施行 平成 25 年 6 月 1 日施行 平成 12 年 6 月 1 日施行 

平成 15 年 4 月 1 日施行 平成 26 年 4 月 1 日施行 令和 5 年 4 月 1 日施行 



 


